
「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」に係る地下水汚染確認時等
における発動基準の見直し等について

大阪府域では、地下水質を測定した際に環境基準等※１または発動基準※２の超

過が確認された場合は、環境保全部局と保健衛生部局が協働して対応している。 

 ※１：環境基準または水道水質基準 

 ※２：測定井戸の周辺における地下水汚染の有無を確認するため、周辺地区調査を発動する 

指標として定めた基準。環境基準等の 1/5 または 1/2 の値で設定。 

    ＜発動基準超過による周辺地区調査の概要＞ 

１ 「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」に係る発動基準の見直しについて 

(1)現在の発動基準の設定について 

○ 平成 13 年３月、平成 19 年７月の「大阪府土壌・地下水汚染等対策検討委員

会」(本審議会の前身)において意見をいただき、発動基準を設定(別添資料２)。 

物質 発動基準 基準値設定の趣旨 

ＶＯＣ類 

等 

ジクロロメタン他 VOC12 物質
及び 
チウラム他農薬 2物質 

環境基準等

の 1/5 

・人為的物質である。 

・汚染が広がりやすい。 

重金属類 

等 

鉛、六価クロム、砒素、 
ふっ素、ほう素他２物質 

同 

1/2 

・本来自然的な物質である。 

・汚染が広がりにくい。 

その他 
硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 

同 

1/2※３

・人為的な汚染がなくても地下水中

に含まれていることが多い。 

(人為的原因によって汚染が発生し

ているおそれがあると思われる 

場合に周辺地区調査を実施)

井戸使用者への飲用指導 

工場・事業場における有害物質使用状況の確認と指導 

汚染範囲の調査

汚染原因の検討

今後の対応の協議

※実際の対応フローについては、別添資料１を参照。

対応の内容

→ →

①発端井戸で発動基準 ②周辺調査で環境基準等 ③拡大範囲で超過なし。
超過。        (または発動基準)超過  →汚染範囲を確定。
→周辺井戸の水質等を を発見。
調査(周辺地区調査)。 →調査範囲を拡大。

発動基準超過

環境基準等超過

超過せず

資料１ 

※３：環境基準等は 10mg/L、発動基準は 5.0mg/L
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(2)近年の調査結果 

○ 平成 20～24 年度に実施した周辺地区調査の結果は以下のとおり。 

図１ 発端井戸の測定値と周辺地区調査の結果 

表１－１ 発端井戸における測定値が発動基準のみ超過した地区における結果 

推定された

発生源 
施肥 事業場 不明 計 

周
辺
地
区
調
査
の
結
果

環境基準
未満 

４ ０ ８ １２ 

環境基準
超過 

０ ０ １※４  １ 

計 ４ ０ ９ １３ 

注：数値は地区数 

発端井戸の測定値が 5.0～9.0mg/L の地区では、周辺地区調査で環境基準等超過は確認 

されなかった。 

発生源を施肥と推定した地区では、周辺地区調査で環境基準等超過は確認されなかった。 

発生源を事業場と推定した地区はなかった。 

表１－２ 発端井戸の測定値が環境基準等を超過した地区における結果 

推定された

発生源 
施肥 事業場 不明 計 

周
辺
地
区
調
査
の
結
果

環境基準
未満 

５ ０ １２ １７ 

環境基準
超過 

１ ０  ６  ７ 

計 ６ ０ １８ ２４ 

注：数値は地区数 

発生源を事業場と推定した地区はなかった。 

発生源を施肥または不明とした地区で、周辺地区調査で環境基準等超過が確認された。 

周辺地区調査で環境基準値等を 

地
区
数

発端井戸の測定値(mg/L)

※５

発端井戸において 

発動基準のみ※４ 環境基準等 
超過          超過 

※４：発動基準超過かつ環境基準等以下。 

※５：大阪市西成区千本北地区において発端井戸を

翌年度に再測定したところ確認されたもの。 

周辺井戸における測定値は環境基準等以下。
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＜発生源の推定の流れ＞ 

○ 前回見直し(平成 19 年度)以後に実施した調査結果(平成 20～24 年度)では、

発動基準のみ超過した 13 地区のうち、発端井戸の測定値が 5.0～9.0mg/L で

あった 12 地区では、周辺地区調査で環境基準等超過は確認されなかった。 

○ これらの調査結果や、後述する発生源ごとの汚染の特徴を踏まえ、発動基準

を再検討することとする。

(3)発生源の特徴と見直しの方針(案) 

○ 発生源ごとの汚染の特徴及び発動基準の見直しの方針(案)は以下のとおり。

発生源 施肥 事業場 

汚染の特徴 

多数の小規模発生源が点在して 

いる場合が多い。 

物質の周辺への流出は耕作や 

降雨の状況により大きく変動。 

施設管理の不備等により汚染が発生 

した場合は、点的な汚染源となる。 

事業活動により変動するが、物質の 

周辺への流出はある程度定常的。 

周辺地区調査

による 

汚染源の特定

困難である場合が多い。 
過去の事例はないが、 

可能と考えられる。 

発動基準の 

見直しの 

方針(案) 

発動基準を設けず、環境基準等 

超過にて周辺地区調査を実施。 

汚染の早期発見・未然防止の見地 

から、引続き発動基準を設けて対応。

発端井戸の周辺に物質を排出する 

可能性が高い事業場が所在する場合

は、発動基準を 8.0mg/L とする。 

地下水の飲用利用が想定される地域については、飲用リスク等を住民に 

広報等で定期的に啓発するよう関係機関に促す。 

周辺に田畑等がある、 
または、一般的な肥料に
含まれるカリウム等の 

地下水中の濃度が高い等

周辺地区調査の実施

周辺で物質を使用する
事業場があり、物質の
漏洩等の可能性あり

事業場が 
発生源と推定

発生源は
不明

Yes

NoYes

No

施肥が発生源と
推定
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(4)今後の調査手順(案) 

※６：水質汚濁防止法、下水道法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき届出

している事業場であって、「アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び 

硝酸化合物」を排出、製造、使用又は処理する事業場等が周辺に所在する場合 

  （当該物質を排出等する業種の例：電気めっき業、畜産農業、下水道業、研究所 等） 

※７：発端井戸周辺の状況を勘案し、必要性が高いと判断した場合は、周辺地区調査を 

実施(「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」に限らず、全物質とも同様)。 

原則として、周辺地区調査を 

実施しない※７。 

調査結果が

8.0mg/L 超過 

地下水調査の実施

周辺に物質を排出

する可能性が高い

事業場※６あり

調査結果が 

環境基準等

(10mg/L)超過

周辺地区調査を

実施

周辺の事業場を

調査

周辺地区調査を

実施

Yes 

Yes

No

No

Yes

No

地下水の飲用利用が想定 

される地域では、 

飲用リスク等について住民

に広報等で定期的に啓発
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２ その他報告等 

(1)環境基準の改正について 

○ 「地下水の水質汚濁に係る環境基準について(平成９年３月13日環境庁告示

第 10 号)」が改正され、トリクロロエチレンの環境基準値が改正される見込

み(別添資料３)。 

改正された場合、以下のとおり発動基準を変更する。 

項目名 
環境基準値 発動基準値 

改正後 現行 改正後 現行 

トリクロロエチレン 0.01 以下 0.03 以下 0.002 0.006 

注：基準値の単位は mg/L 

(2)水道水質基準の改正について 

○ 「水質基準に関する省令(平成15 年厚生労働省令第101 号)」等が改正され、

「亜硝酸態窒素」が水道水質基準に項目追加される見込み(別添資料４)。 

項目名 水道水質基準値

亜硝酸態窒素 0.04 

注：基準値の単位は mg/L 

○ ただし、以下の理由により、「亜硝酸態窒素」については当面の間(水道水質

基準に追加後、環境基準に追加されるまでの間)は、周辺地区調査の対象と

しない。 

亜硝酸性窒素(亜硝酸態窒素)は、硝化細菌がアンモニアを酸化して硝酸

性窒素(硝酸態窒素)を生成する過程で生ずる中間生成物であり、酸素の

共存下では容易に硝酸性窒素となる。 

周辺地区調査において周辺井戸等として調査する井戸は浅井戸が多く、

浅井戸では地下水中に亜硝酸性窒素が存在したとしても、大部分が速や

かに硝酸性窒素となると考えられる。 

飲用井戸等において、水道水質基準に係る検査等で汚染が確認された場

合は、保健衛生部局にて周辺井戸等における調査を実施する。 
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地下水汚染確認時の対応手順の概要 

地下水汚染等が確認された際は、「大阪府地下水質保全対策要領」及び「大阪

府地下水質保全対策要領の運用」(以下、「要領等」という。)に基づき、汚染地

区対策会議(以下、「対策会議」という。)を設置して対応している。 

現在の対応フローは下のとおり。 

①地下水汚染の確認 

地下水を調査した際、環境基準等もしくは発動基準の超過を確認した機関は、

要領等に定める対策会議の主催機関へ連絡。

発端井戸が

・飲用井戸等→市 域：市の飲用井戸等指導担当部局※

町村域：府環境衛生課/保健所

・それ以外 →水質汚濁防止法常時監視担当部局

（一般市及び町村では府環境保全課）
※：飲用井戸等指導担当部局(水道法行政担当部局) 

…平成 24 年度までは、保健所設置市を除く市については、府保健衛生部局が
 飲用井戸等に基づく事務を担当していたが、水道法の改正に伴い、平成 25 年
 度以降は同事務を市域については当該市が担当することとなった(町村域に
 ついては従来どおり府保健衛生部局が担当)。

↓

②周辺住民への周知等 

主催機関から飲用井戸等指導担当部局へ連絡。

周辺で地下水を飲用利用している場合は、健康被害が発生するおそれがある

ため、環境基準等超過時については周辺住民へ周知するとともに、飲用リスク

について説明。

 ⇒報道提供(周辺住居が多い場合)や個別訪問・回覧板等(少ない場合)等で

速やかに周知。また、井戸所在情報を災害時協力井戸等の行政保有情報

でも確認。

  （ただし、発動基準値を超過し、環境基準値等以下である場合は、周知は

実施しない。）

↓

別添資料１ 
(汚染確認時の対応フロー) 
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③対策会議の開催(汚染の広がりの調査、汚染源の考察、対応方針を協議) 

主催機関・関係機関により対策会議を開催し、調査対象範囲、調査対象物質、

周辺の井戸調査、飲用指導等の対応の方針について協議。

また、汚染源を推定するため、必要に応じて水質汚濁防止法及び下水道法の

届出等を確認。

↓

④周辺地区調査の実施 

・井戸利用状況調査

…飲用の有無、井戸の深度等

・事業所調査

…事業所指導所管部局が汚染物質の使用状況等を調査

・井戸の水質調査

…飲用・家庭井戸は飲用井戸等指導担当部局、事業場井戸は水質汚濁防止法

常時監視所管部局が実施
（汚染の広がりが確認された場合は、調査範囲を拡大）

↓

⑤報告書の作成 

対策会議を開催し、以下の内容について取りまとめた報告書を作成する。

調査機関(実施機関、協力機関)、調査期間、調査対象区域、調査結果(周辺の

井戸利用状況、水質調査結果、汚染範囲、事業所調査結果)、井戸利用者対

策、事業所対策、今後の対応 等

‐ 8 ‐



VOC PCE TCE
cis-1,2-DCE

-
VOC

1/2
PCB

VOC

1/2 12

‐ 9 ‐

別
添
資
料
２

(平
成
19年

度
審
議
会
[旧
委
員
会
]資
料
)



500m 00m5

‐ 10 ‐



‐ 11 ‐

(平成12年度審議会[旧委員会]資料)



‐ 12 ‐



‐ 13 ‐



‐ 14 ‐



‐ 15 ‐

別添資料３
(トリクロロエチレン基準値改正に
係る中央環境審議会部会資料)
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